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プラチナ・トラスト－ 

ＳＭＢＣフレンド・ＢＮＰパリバ 償還時 円元本確保型ファンド
ケイマン籍オープン・エンド契約型公募外国投資信託 

 

愛称 

プロテクト
 

 

 

 

運用報告書（全体版） 
 

作成対象期間 

第10期(2014年１月１日～2014年12月31日) 

 

 

 

受益者の皆様へ 

 

平素より格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、プラチナ・トラスト－ＳＭＢＣフレンド・ＢＮＰパリバ 償還時 円元本確保型ファ

ンド（以下「ファンド」といいます。）は、このたび、第10期の決算を行いました。 

ここに、運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

   
 

 

 

  



 

ファンドの仕組みは以下のとおりです。 
 

フ ァ ン ド 形 態 ケイマン籍オープン・エンド契約型公募外国投資信託 

信 託 期 間 

プラチナ・トラストは、有価証券報告書「ファンドの解散」に定めるいずれかの

方法により終了しない限り、信託証書の日付から150年間継続します。なお、ファ

ンドの満期償還日は、平成27年７月29日です。 

運 用 方 針 

満期日までファンド証券を保有した場合にその当初投資額に関する元本確保を提

供するとともに、ヘッジファンド指数の上昇から利益を得る機会を提供すること

です。 

主 要 投 資 対 象 パフォーマンス連動債 

ファンドの運用方法 
（イ）元本確保契約を通じてBNPパリバから元本確保の提供を受け、また、（ロ）

パフォーマンス連動債に投資を行います。 

主 な 投 資 制 限 

（ⅰ） ファンドの投資対象は、以下の資産に限定されます。 

（ａ）パフォーマンス連動債 

（ｂ）現金 

（ｃ）元本確保契約 

（ⅱ） ファンドは、（イ）あらゆる種類の株式への投資または出資を行わず、ま

た、（ロ）他の投資信託（株式に投資する契約型投資信託の受益証券およ

び会社型投資信託の投資証券を含む。）に対する投資を行いません。 

分 配 方 針 

受託会社は、管理会社と協議の上、または管理会社の指図により、分配を宣言す

ることができます。ただし、ファンドについて、管理会社または受託会社のいず

れも、分配を宣言することを予定していません。ファンドの獲得したインカムは、

費用の支払に充当され、余資はファンドに再投資され、ファンド証券の価格に反

映されます。 
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Ⅰ．当期の運用の経過および今後の運用方針 
 

■当期の１口当たり純資産価格等の推移 
 

  純資産総額（右軸）  １口当たり純資産価格（左軸）  

 

１口当たり純資産価格 

第９期末 10,005円

第10期末 10,013円

（１口当たり分配金） (該当事項なし)

騰 落 率 0.08％

 

１口当たり純資産価格の主な変動要因 

後記「投資環境について」をご参照ください。
 

（注１） 騰落率は、税引前の分配金を分配時に再投資したものとみなして計算しています。以下同じです。なお、ファンドは分

配を行いません。 

（注２） ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注３） ファンドにベンチマークは設定されていません。 

 

 

■分配金について 
 
該当事項はありません。 

 

 

■投資環境について 
 

ファンドは主としてパフォーマンス連動債に投資しており、パフォーマンス連動債は参照ポートフォ

リオを通じて、FTSE社が公表しているFTSEヘッジ・インデックス（以下「ヘッジファンド指数」といい

ます。）に再投資していました。 

 

なお、連動債が参照するヘッジファンド指数の計算・公表が停止された旨の通知を、当該指数の提供

会社であるFTSE社から2009年４月９日において受領致しました。通知によれば、ヘッジファンド指数の

日次概算値の算出は2009年３月末日で、月次公式値の算出は2009年２月末日で終了されています。 

この通知をもとに社債価格計算代理人は、目論見書における「パフォーマンス連動債の要項の変更」

の「終了事由（ｄ）」に該当すると判断致しました。 

 

終了事由の発生によって、連動債の要項が変更され、今後ファンドの純資産価格に当該指数のパフォ

ーマンスが反映されることはありません。   
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■ポートフォリオについて 
 

ファンドは、ファンドの資産のほぼすべてについてパフォーマンス連動債への投資を継続しました。 
 

 

 

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 
 

当期末現在、ファンドは円建てのパフォーマンス連動債に投資しています。詳細は、後記「Ⅲ．ファ

ンドの経理状況 財務諸表 （３）投資有価証券明細表等」をご参照ください。 
 

 

 

■今後の運用方針 
 

今後の運用につきましては、投資方針に従い、パフォーマンス連動債への投資を継続し、満期まで安

定運用が実施される予定です。 
 

 

 

■費用の明細 
 

項目 項目の概要 

管理報酬 発行済投資元本金額につき年率0.10％ 
ファンド資産の運用管理、ファンド証券の
発行、買戻し業務 

受託報酬 発行済投資元本金額につき年率0.02％ ファンドの受託業務 

販売報酬 発行済投資元本金額につき年率0.15％ 受益証券の日本における販売・買戻し業務

代行協会員報酬 発行済投資元本金額につき年率0.05％ 代行協会員業務 

管理事務代行報酬 

発行済投資元本金額 料率 管理事務代行業務 

100億円以下の部分 年率0.08％ 

100億円超200億円以下の
部分（100億円） 

年率0.04％ 

200億円超250億円以下の
部分（50億円） 

年率0.02％ 

その他の費用（当期） 0.004％ － 

（注） 各報酬は、有価証券報告書に記載されている料率です。「その他の費用（当期）」には運用状況等により変動するものや

実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をファンドの当期末の純資産総額で除して100を乗じた

比率を表示していますが、実際の比率とは異なります。 
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Ⅱ．直近10期の運用実績 

① 純資産の推移 

第10会計年度中における各月末および下記の各会計年度末の純資産の推移は、以下のとおりです。 

 
純資産総額 １口当たりの純資産価格 

円 円 

第１会計年度末 

（2005年12月末日） 
15,309,659,152  9,848 

第２会計年度末 

（2006年12月末日） 
 9,863,970,538  9,360 

第３会計年度末 

（2007年12月末日） 
 5,806,744,800  9,365 

第４会計年度末 

（2008年12月末日） 
 4,376,907,653  9,429 

第５会計年度末 

（2009年12月末日） 
 2,741,487,564  9,710 

第６会計年度末 

（2010年12月末日） 
 1,950,564,650  9,800 

第７会計年度末 

（2011年12月末日） 
 1,527,087,418  9,557 

第８会計年度末 

（2012年12月末日） 
 1,361,348,767  9,929 

第９会計年度末 

（2013年12月末日） 
 1,178,712,629 10,005 

第10会計年度末 

（2014年12月末日） 
 1,095,358,474 10,013 

2014年 １月末日  1,163,144,309 10,005 

 ２月末日  1,154,361,304 10,002 

 ３月末日  1,154,269,845 10,001 

 ４月末日  1,149,426,425 10,018 

 ５月末日  1,146,143,922  9,998 

 ６月末日  1,138,741,474  9,995 

 ７月末日  1,127,429,133  9,997 

 ８月末日  1,123,882,502  9,996 

 ９月末日  1,112,969,961 10,005 

 10月末日  1,108,097,835 10,019 

 11月末日  1,106,346,907 10,017 

 12月末日  1,095,358,474 10,013 
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② 分配の推移 

該当事項なし。 

 

③ 販売及び買戻しの実績 

下記の各会計年度における販売および買戻しの実績ならびに下記の各会計年度末現在の発行済

口数は、以下のとおりです。 

 販売口数 買戻口数 発行済口数 

第１会計年度 

（2005年７月25日～ 

2005年12月31日） 

1,554,645 0 1,554,645 

(1,554,645) (0) (1,554,645) 

第２会計年度 

（2006年１月１日～ 

2006年12月31日） 

0 500,803 1,053,842 

(0) (500,803) (1,053,842) 

第３会計年度 

（2007年１月１日～ 

2007年12月31日） 

0 433,809 620,033 

(0) (433,809) (620,033) 

第４会計年度 

（2008年１月１日～ 

2008年12月31日） 

0 155,813 464,220 

(0) (155,813) (464,220) 

第５会計年度 

（2009年１月１日～ 

2009年12月31日） 

0 181,884 282,336 

(0) (181,884) (282,336) 

第６会計年度 

（2010年１月１日～ 

2010年12月31日） 

0 83,297 199,039 

(0) (83,297) (199,039) 

第７会計年度 0 39,256 159,783 

（2011年１月１日～ 

2011年12月31日） 
(0) (39,256) (159,783) 

第８会計年度 0 22,677 137,106 

（2012年１月１日～ 

2012年12月31日） 
(0) (22,677) (137,106) 

第９会計年度 0 19,296 117,810 

（2013年１月１日～ 

2013年12月31日） 
(0) (19,296) (117,810) 

第10会計年度 0 8,412 109,398 

（2014年１月１日～ 

2014年12月31日） 
(0) (8,412) (109,398) 

（注）（ ）の数は本邦内における販売・買戻および発行済口数です。 
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Ⅲ．ファンドの経理状況 

 

ａ． ファンドの直近会計年度の日本文の財務書類は、ルクセンブルグにおける諸法令および一般に認

められた会計原則に準拠して作成された原文の財務書類を翻訳したものである。これは、「特定有

価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則」第131条第５項ただし書の規定の適用によるものである。 

 

ｂ． ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条

の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）であるプライスウォーターハウスクーパース ケ

イマン諸島から監査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認

められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含む。）が当該財務書類に添付されている。 

 

ｃ． ファンドの原文の財務書類は日本円で表示されている。 
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独立監査人の監査報告書 

 

プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンドの受託会社としての

BNPパリバ・バンク・アンド・トラスト・ケイマン・リミテッド御中 

 

我々は、プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンド（以下「フ

ァンド」という。）の、2014年12月31日現在の純資産計算書、投資有価証券明細表および純資産の概要

ならびに同日に終了した年度の運用および純資産変動計算書、ならびに重要な会計方針の概要およびそ

の他の説明情報から構成される注記から構成される財務書類について監査を実施した。 

 

 

管理会社の財務書類に対する責任 

管理会社は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用される一般に公正妥当と認められた会計原則に

準拠して真実かつ公正に表示された財務書類の作成、および不正によるか誤謬によるかを問わず重大な

虚偽記載がない財務書類の作成に必要であると管理会社が判断する内部統制に責任を負っている。 

 

 

監査人の責任 

我々の責任は、我々の監査に基づいて、当該財務書類に対する意見を表明することである。我々は、

国際監査基準に準拠して監査を実施した。当該基準は、関連する倫理規定を遵守することならびに財務

書類に重要な虚偽記載のないことの合理的な確証を得るための監査計画の立案とその実施を我々に要

求している。 

 

監査は、財務書類中の金額および開示事項を裏付ける監査証拠を入手するための手続の実施を含んで

いる。当該手続は、不正または誤謬による財務書類における重要な虚偽記載のリスク評価を含む監査人

の判断によって選定される。監査人は当該リスク評価を行うに当たって、真実かつ公正な概観を与える

財務書類の作成に関連するファンドの内部統制について検討する。これは、状況に適した監査手続を設

計するためであって、ファンドの内部統制の有効性に意見を表明するためではない。監査はまた、ファ

ンドの管理会社により採用された会計方針の適正性および会計見積りの合理性の評価とともに、財務書

類の全体的な表示に関する評価も含んでいる。 

 

我々は、我々が入手した監査証拠は、我々の監査意見の基礎を提供するに十分かつ適切であると確信

している。 

 

 

意見 

我々は、本財務書類は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用される一般に公正妥当と認められた

会計原則に準拠して、2014年12月31日現在のプラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時

円元本確保型ファンドの財政状態ならびに同日に終了した年度における運用成績および純資産の変動

を真実かつ公正に表示しているものと認める。 

 

 

〔署  名〕 

プライスウォーターハウスクーパース 

2015年６月12日   
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財務諸表 

（１）貸借対照表 

 

プラチナ・トラスト－ 

SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンド 

純資産計算書 

2014年12月31日現在 

 

注記 （円） 

資産 

投資有価証券取得原価 1,093,980,000

投資有価証券未実現評価益 1,640,970

投資有価証券時価 2.2 1,095,620,970

銀行預金 2.3,11 1,403,240

資産合計 1,097,024,210

    

負債 

未払費用 1,665,736

負債合計 1,665,736

    

期末純資産 1,095,358,474

    

期末発行済受益証券口数 109,398 口 

受益証券１口当たり純資産価格 10,013

 

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。 
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（２）損益計算書 

 

プラチナ・トラスト－ 

SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンド 

運用および純資産変動計算書 

2014年12月31日終了年度 

 

注記 （円） 

収益 

パフォーマンス連動債にかかる利息 2.4 4,586,876

その他の収益 2,372,355

収益合計 6,959,231

   

費用 

管理事務代行報酬 5 2,400,002

販売報酬 4 1,696,392

管理報酬 3 1,130,926

代行協会員報酬 9 565,465

受託報酬 8 649,998

預金利息 2.4 225

その他の費用 40,000

費用合計 6,483,008

投資からの純利益 476,223

   

投資有価証券にかかる実現純利益／（損失） 2.6 87,764

未実現評価益／（評価損）の変動控除前純損益 563,987

   

投資有価証券にかかる未実現純評価益／（評価損）の変動 227,250

運用による純資産の純増加 791,237

   

期首純資産 1,178,712,629

買戻し (84,145,392)

期末純資産 1,095,358,474

    

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。 
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プラチナ・トラスト－ 

SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンド 

統計表（未監査） 

 

（円） 

純資産 

2012年12月31日 1,361,348,767

2013年12月31日 1,178,712,629

2014年12月31日 1,095,358,474

 

受益証券１口当たり純資産価格 

2012年12月31日 9,929

2013年12月31日 10,005

2014年12月31日 10,013
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プラチナ・トラスト－ 

SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンド 

財務書類に対する注記 

2014年12月31日現在 

 

注記１ 概要 

プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンド（以下「ファン

ド」という。）は、プラチナ・トラストのサブ・ファンドである。プラチナ・トラストは、2005年６

月１日付の信託証書補遺（以下「信託証書補遺」という。）によって改訂された2005年３月30日付の

信託証書（以下「信託証書」という。）に基づいて設立された、ケイマン諸島におけるユニット・ト

ラストである。ファンドは、2005年７月25日に設定された。 

プラチナ・トラスト（以下「トラスト」という。）は、ケイマン諸島の信託法（改訂済）に基づき、

BNPパリバ・バンク・アンド・トラスト・ケイマン・リミテッド（以下「受託会社」という。）およ

びパルカディア・アセット・マネジメント・エス・エイの間で締結された2005年３月30日付の信託証

書（以下「信託証書」という。）に基づいて、専門的に運用されるユニット・トラストとして設立さ

れた。ファンドは、ケイマン諸島の金融庁に登録されている。ファンドは、信託証書補遺に従ってフ

ァンドの期間が延長されない限り、または（他の解散事由の中で）受益者の持分の少なくとも過半数

の承認により解散するという信託証書の規定に従ってそれ以前にファンドが解散されない限り、2015

年７月29日に終了する。 

ファンドの投資目的は、投資家に対し、満期日までファンド証券を保有した場合にその当初投資額

に関する元本確保を提供するとともに、FTSEヘッジ・インデックス（円建て）（以下「ヘッジファン

ド指数」という。）の上昇から利益を得る機会を提供することである。ファンドは、その目的を達成

するために、（イ）元本確保契約を通じてBNPパリバから元本確保の提供を受け、また、（ロ）パフ

ォーマンス連動債に投資を行う。パフォーマンス連動債の最終償還価額は、ヘッジファンド指数の運

用実績（一定の報酬を控除後）、名目的借入ファシリティおよび／または現預金（以下「参照ポート

フォリオ」という。）に連動する。参照ポートフォリオの評価額は、最終指数取引日の直前の評価日

に計算される。 

参照ポートフォリオの配分の比重は、特にヘッジファンド指数が上昇傾向にある場合において運用

実績を向上させることを目的として、ダイナミックな資産配分プロセスに従い変更される。ヘッジフ

ァンド指数への配分は、参照ポートフォリオの前月の評価額の20％から200％の範囲内である。 

管理会社は、2009年４月９日付で、FTSEグループから受領した書面における、ヘッジファンド指数

の公式価額の計算および公表の停止に関する通知書をパフォーマンス連動債の社債価格計算代理人

から受領した。当該変更は、パフォーマンス連動債の発行条件決定補足書で定義されるパフォーマン

ス連動債の終了事由（以下「終了事由」という。）とみなされる。 

2009年３月31日にファンドの終了事由が発生したことにより、パフォーマンス連動債のヘッジファ

ンド指数に対する連動性は絶たれているが、2015年７月29日の満期日には、パフォーマンス連動債の

発行条件決定補足書に定義される終了事由償還価額で償還される。従って、ファンドはもはやヘッジ

ファンド指数への投資を反映しない。 
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注記２ 重要な会計方針の要約 

本財務書類は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用される一般に公正妥当と認められた会計原

則に準拠して作成されている。 

ファンドの重要な会計方針の要約は、以下のとおりである。 

 

2.1 外貨換算 

本財務書類は、日本円で表示されており、会計帳簿は日本円で記録されている。 

日本円以外の通貨建ての資産および負債は、期末日における実勢為替レートに基づいて、日本円で

計上される。日本円以外の通貨建ての収益および費用は、取引日における実勢為替レートに基づいて、

日本円で計上される。 

この結果生じる為替差損益は、運用および純資産変動計算書に計上される。 

 

2.2 投資有価証券 

パフォーマンス連動債の時価は、比較可能な最近の独立第三者間取引、割引キャッシュ・フロー分

析、オプション・プライシング・モデルおよび市場参加者が通常用いているその他の評価手法を含む

評価手法を用いて決定される。時価の決定に用いられた手法は、当該手法が開発された分野から独立

した有識者によって確認および定期的な検討が行われる。 

 

2.3 現金および現金等価物 

現金およびその他の流動資産は、額面金額に経過利息を伴って評価される。 

 

2.4 利息 

利息は、発生主義で認識される。経過利息は、2014年12月31日現在の投資有価証券の時価に含まれ

る。受領した利息は、収益として運用および純資産変動計算書に計上される。 

 

2.5 費用 

費用は発生主義で計上される。費用は、有価証券の取得原価に含まれている投資有価証券取得費用

を除いて、運用および純資産変動計算書に計上されている。投資有価証券の売却により生じた費用は、

売却受取額から控除されている。 

 

2.6 認識 

ファンドは、投資有価証券を、購入契約締結日（以下「取引日」という。）に認識する。当該日以

降に資産または負債の時価の変動から生じる損益は、運用および純資産変動計算書に計上される。投

資有価証券売却実現損益は、平均原価法に基づいて決定される。 

 

注記３ 管理報酬 

管理報酬は、ファンドが負担するすべての継続的な費用（監査報酬を含むがこれに限られない。）

をカバーする。弁護士費用および印刷費用等のファンドの当初設立費用は管理報酬によりカバーされ

ないが、管理会社は、別途これらの費用を負担する。 

ファンドは、管理会社に対し、発行済受益証券にかかる投資元本につき年率0.10％の管理報酬を支
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払う。かかる報酬は、毎月発生し、管理会社に四半期毎に後払いされる。各受益証券に関しては、投

資元本とは、当該受益証券の投資元本価格（10,000円）をいう。 

 

注記４ 販売報酬 

ファンドは、販売会社に対し、発行済受益証券にかかる投資元本につき年率0.15％の毎月発生し、

四半期毎に後払いされる報酬を支払う。 

 

注記５ 管理事務代行報酬 

ファンドは、管理事務代行会社に対し、以下の年率に比例して毎月決定され、当該月の月初現在発

行済受益証券にかかる投資元本を基準に以下のとおり計算される報酬を支払う。 

 

発行済投資元本金額 発行済投資元本に対する料率 

100億円以下の部分 年率0.08％ 

100億円超 200億円以下の部分 年率0.04％ 

200億円超 250億円以下の部分 年率0.02％ 

 

かかる報酬は、年間最低額を240万円、年間最高額を2,880万円とする。かかる報酬は、実日数／実

日数方式（365日／365日に対応する。）の日数計算により算出され、毎月発生し、円建てで四半期毎

にファンドの資産から後払いされる。 

 

注記６ 登録・名義書換事務代行報酬 

BNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルクセンブルグ支店は、登録・名義書換事務代行会

社である。登録・名義書換事務代行会社は、ファンドの受益者名簿の維持管理および受益証券譲渡の

対応、申込みまたは買戻請求処理、受益者との連絡、買戻金支払の取扱いに責任を負い、詳細は、2005

年３月30日付で登録・名義書換事務代行会社およびファンドの間で締結された登録・名義書換事務代

行契約（以下「登録・名義書換事務代行契約」という。）に記載されており、すべてのプラチナ・シ

リーズ・トラストに適用される。 

登録・名義書換事務代行報酬は、管理事務代行会社が負担する。 

 

注記７ 保管報酬 

BNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルクセンブルグ支店は、ファンドの保管会社である。 

保管会社は、ファンドの資産の保管に責任を負う。保管会社はまた、ファンドの代理として支払に

対応し、詳細は2005年３月30日付の保管契約（以下「保管契約」という。）に記載されており、すべ

てのプラチナ・シリーズ・トラストに適用される。 

保管報酬は、管理事務代行会社が負担する。 

 

注記８ 受託報酬 

ファンドは、受託会社に対し、各月の発行済受益証券にかかる投資元本につき年率0.02％の報酬を

支払う。 

かかる報酬は、年間最低額を65万円、年間最高額を270万円とする。かかる報酬は、毎月発生し、
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円建てで、ファンドの資産から四半期毎に後払いされる。 

 

注記９ 代行協会員報酬 

ファンドは、代行協会員に対し、発行済受益証券にかかる投資元本につき年率0.05％の報酬を支払

う。かかる報酬は、毎月発生し、四半期毎に後払いされる。 

 

注記10 元本確保提供会社報酬 

元本確保提供会社に対する報酬は、パフォーマンス連動債の費用に含まれ、追加的報酬がファンド

に課されることはない。 

 

注記11 銀行預金 

2014年12月31日現在、BNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルクセンブルグ支店において

1,403,240円が保管されている。 

 

注記12 税金 

居住国の税法の下で、受益証券の売却または償還による損益を含むファンドへの投資による損益、

および源泉徴収税またはファンドが受領した利息もしくは受取配当、もしくはファンドにより実現さ

れた利益に対して課されるその他の税金による影響（もしあれば）について、投資予定者は自身の税

務顧問に相談することを推奨されている。 

ケイマン諸島の政府によってファンドに課された所得税またはキャピタル・ゲイン税はなかった。

その結果、本財務書類において租税債務または租税費用は計上されていない。 
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（３）投資有価証券明細表等 

 

プラチナ・トラスト－ 

SMBCフレンド・BNPパリバ 償還時 円元本確保型ファンド 

投資有価証券明細表 

2014年12月31日現在 

 

数量／ 銘柄 通貨 時価 純資産に 

額面金額 （円） 対する割合(％)

    

パフォーマンス連動債 

1,093,980,000 BNP Paribas Arbitrage Issuance 0.4％ 29/07/2015 日本円 1,095,620,970 100.02

パフォーマンス連動債合計 1,095,620,970 100.02

 

 

 

純資産の概要 

2014年12月31日現在 

 

純資産に 

（円） 対する割合(％)

投資有価証券合計 1,095,620,970 100.02

銀行預金 1,403,240 0.13

その他の資産および負債 (1,665,736) (0.15)

純資産総額 1,095,358,474 100.00

 

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。 
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Ⅳ．お知らせ 
 

運用報告書（全体版）について電磁的方法により提供するための所要の信託証書変更を行いました。 

 （変更適用日：平成27年７月15日） 

 

 


